
 

 

 

法人版事業承継税制は、後継者である受贈者・相続人等が経営承継円滑化法の認定を受けている非上場会社

の株式等を贈与又は相続等により取得した場合において、その非上場株式等に係る贈与税・相続税について、一定

の要件のもと、その納税を猶予し、後継者の死亡や次の後継者への事業承継等を行うことにより、納税が猶予されて

いる贈与税・相続税の納付が免除される制度です。 

  平成 30年度の税制改正により事業承継税制が抜本的に拡充され、活用しやすくなったこともあり法人版事業承継

税制の申請件数は拡充前で年間 400 件程度でしたが、平成 30 年度から令和 5 年度までの 6 年間で特例承継計画

の申請件数は 2万件に迫る勢いで申請されており飛躍的に増加しております。特例承継計画・適用期限が迫ってきま

したので、一般措置と特例措置を比べてみましょう。 

事業承継税制の特例措置と一般措置の主な比較 

特例措置  一般措置 

特例承継計画の提出 

（平成 30 年４月１日から令和８年３月 31日まで） 

事前の計画策定等  

不要 

次の期間の贈与・相続等 

（平成 30年 1月１日から令和９年 12月 31日まで） 

適用期限 なし 

全株式 対象株数 総株式数の最大３分の２まで 

贈与時：100％ 相続時：100％ 納税猶予割合 贈与時：100％ 相続時：80％ 

複数の株主から最大３人の後継者 承継パターン 複数の株主から１人の後継者 

承継後５年間、平均８割以上の雇用が必

要（出来なかった場合でも理由を都道府

県に報告すれば納税猶予が継続） 

雇用確保要件 承継後５年間、平均８割以上の雇用維持が

必要 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

令和 7 年 5 月号 

 SANWA LINER 
ＵＲＬ http://www.tkcnf.com/sanwa-kaikei/pc/  

※ ホームページも情報満載です。 

是非、ご覧下さい！！ 

(税)三和会計事務所 

山形市浜崎 76 番地 7 

TEL：（023）624-3466 FAX：（023）624-3472 

  E-mail  :  sanwa-kaikei@tkcnf.or.jp      

← QRで簡単に 

ホームページへ 

 

 日 月 火 水 木 金 土 
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    1 2 ③ 
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㉕ 26 27 28 29 30 ㉛ 
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5 月の主な税務 

■5/12(月)  ・4 月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付 

■6/2(月) ・個人の道府県民税及び市町村民税の通知(特徴) 

 

・3 月決算法人の確定申告と納税 

・9 月決算法人の中間申告と納税 

・消費税の年税額が 400 万円超の 

6 月,9 月,12 月決算法人の 3 月 

ごとの中間申告と納税 

 

■5 月中において都道府県の条例で定める日 

・自動車税(種別割)の納付 賦課期日…4 月 1 日 

 

     

  

 

5月の税務カレンダー 

令和７年度税制改正において、役員就任要件が見直されました。 

見直し前：贈与の場合、株式贈与日に後継者が役員に就任してから３年以上経過していることが必要 

見直し後：上記の役員就任要件が見直され、令和７年１月１日以後は贈与直前に役員に就任していれ 

     ば適用対象 

特例措置の適用期限（令和 9 年 12 月 31 日）の延長はされておりませんので、計画的な事業承継を検討

されてみてはいかがでしょうか。 
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